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「 議 会 だ より 」 は 、あ な たと 議 会 を 結 ぶ 情 報 誌 で す 。

3月定例会

平成29年度一般会計予算を可決
そこが聞きたい！！一般質問
視察の成果を市政に生かします
常任委員会中間報告

●本興寺の桜

こさい

だより
「 議 会 だ より 」 は 、あ な たと 議 会 を 結 ぶ 情 報 誌 で す 。



【
２
月
23
日
】

　

3
月
定
例
会
が
招
集
さ
れ
、
開
会
後
、
会
期
を
３
月

23
日
ま
で
の
29
日
間
と
決
め
、
市
長
か
ら
施
政
方
針

説
明
を
受
け
た
。
ま
た
、
市
長
提
出
31
議
案
の
う
ち
、

人
事
案
件
1
議
案
を
同
意
、
そ
の
他
の
議
案
に
つ
い

て
説
明
を
受
け
、
平
成
29
年
度
一
般
会
計
予
算
を
予

算
特
別
委
員
会
に
付
託
し
た
。

【
３
月
３
日
】

　

議
案
に
対
す
る
質
疑
を
行
い
、
条
例
の
一
部
改
正

や
補
正
予
算
な
ど
22
議
案
を
可
決
し
た
。
ま
た
平
成

28
年
度
湖
西
市
病
院
事
業
会
計
補
正
予
算
１
議
案
、

平
成
29
年
度
各
会
計
予
算
６
議
案
を
各
常
任
委
員
会

に
付
託
し
た
。

【
３
月
６
日
】

　

５
人
の
議
員
が
一
般
質
問
を
行
っ
た
。

【
３
月
７
日
】

　

５
人
の
議
員
が
一
般
質
問
を
行
っ
た
。

【
３
月
８
日
】

　

５
人
の
議
員
が
一
般
質
問
を
行
っ
た
。

【
３
月
23
日
】

　

付
託
し
て
い
た
８
議
案
の
各
委
員
長
報
告
を
行
い
、

原
案
の
と
お
り
可
決
し
、
附
帯
決
議
１
議
案
を
修
正

可
決
し
た
。
ま
た
、
市
長
か
ら
追
加
提
出
さ
れ
た
人
事

案
件
３
議
案
、
そ
の
他
の
議
案
１
議
案
を
可
決
し
、
３

月
定
例
会
を
終
了
し
た
。

❖
議
会
の
概
要

議案
番号　

内　

容

1
湖
西
市
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
委
員
の
選
任
に

つ
き
同
意
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

2
湖
西
市
個
人
情
報
保
護
条
例
の一
部
を
改
正
す
る
条
例

制
定
に
つ
い
て

3
湖
西
市
個
人
番
号
の
利
用
及
び
特
定
個
人
情
報
の
提

供
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ

い
て

4
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
及
び
育

児
休
業
、
介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行
う

労
働
者
の
福
祉
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
の
施
行
に
伴
う
関
係
条
例
の
整
備
に
関
す
る
条
例

制
定
に
つ
い
て

5
湖
西
市
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
者
の
報
酬
及
び

費
用
弁
償
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

制
定
に
つ
い
て

6
湖
西
市
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の一
部
を
改
正
す

る
条
例
制
定
に
つ
い
て

7
湖
西
市
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ

い
て

8
湖
西
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の一
部
を
改
正
す
る
条

例
制
定
に
つ
い
て

9
湖
西
市
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

制
定
に
つ
い
て

10
湖
西
市
こ
ど
も
医
療
費
助
成
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例
制
定
に
つ
い
て

11
湖
西
市
介
護
保
険
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
制

定
に
つ
い
て

12
湖
西
市
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、

設
備
及
び
運
営
の
基
準
等
に
関
す
る
条
例
の一
部
を
改

正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

13
湖
西
市
風
致
地
区
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
制

定
に
つ
い
て

14
湖
西
市
給
水
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ

い
て

❖
議
案
一
覧
❖

3月
定例会

■平成29年度各会計予算 （単位：千円）

平
成
29
年
度
一
般
会
計
予
算
な
ど

36
議
案
を
可
決　

平
成
29
年
度
一
般
会
計
・
特
別
会

計
・
企
業
会
計
の
予
算
審
査
を
行
い
、

そ
の
う
ち
一
般
会
計
、
国
民
健
康
保
険

事
業
会
計
及
び
病
院
事
業
会
計
に
つ
い

て
は
賛
成
多
数
に
よ
り
可
決
し
、
そ
の

他
会
計
を
全
員
賛
成
に
よ
り
可
決
し
た
。

　

な
お
、一
般
会
計
の
予
算
審
査
に
つ
い

て
は
予
算
特
別
委
員
会
を
設
置
、
付
託

し
、
２
日
間
に
わ
た
り
審
査
を
行
っ
た
。

【
委
員
長
】島
田
正
次

【
副
委
員
長
】馬
場　

衛

【
委　
　

員
】福
永
桂
子　
　

菅
沼　

淳	
	

土
屋
和
幸	

高
柳
達
弥

	

楠　

浩
幸	

佐
原
佳
美

	

渡
辺　

貢	

吉
田
建
二	

	

加
藤
弘
己	

竹
内
祐
子

	
荻
野
利
明	

豊
田
一
仁

	
牧
野
考
二	

中
村
博
行

	

神
谷
里
枝

　

ま
た
、
国
民
健
康
保
険
・
後
期
高
齢

者
医
療
事
業
会
計
予
算
に
つ
い
て
は
総

務
経
済
委
員
会
に
、
介
護
保
険
・
病
院

事
業
会
計
予
算
に
つ
い
て
は
福
祉
教
育

委
員
会
に
、
公
共
下
水
道
・
水
道
事
業

会
計
予
算
に
つ
い
て
は
建
設
環
境
委
員

会
に
付
託
し
、
審
査
を
行
っ
た
。

会計区分 平成29年度
予算額

平成28年度
予算額

対前年度比
※▲は減額

一般会計 21,350,000 21,830,000 ▲2.2％

特別会計

国民健康保険事業 6,448,000 6,636,000 ▲2.8％

介護保険事業 4,022,989 3,913,617 2.8％

後期高齢者医療事業 602,376 579,456 4.0％

公共下水道事業 1,697,023 1,610,596 5.4％

企業会計
水道事業 1,635,537 1,703,173 ▲4.0％

病院事業 4,235,769 4,267,924 ▲0.8％

合　　計 39,991,694 40,540,766 ▲1.4％

総
額
３
９
９
億
９
，
１
６
９
万
円
の
平
成
29
年
度
予
算
を
可
決

議
案
第
25
号
〜
31
号

2◦◦◦こさい議会だより 〈3月定例会〉 



　

法
人
税
割
の
税
率
引
き
下
げ

に
伴
う
税
収
へ
の
影
響
と
前
年

度
比
と
の
差
は
。

　

平
成
26
年
度
の
税
制
改
正
に
よ

り
、
12.

3
％
か
ら
9.

7
％
へ
減

少
し
た
。
市
内
の
主
要
企
業
へ
法

人
税
割
の
動
向
調
査
を
行
い
、
多

く
の
企
業
は
横
ば
い
、
数
社
が
悪

化
・
減
少
と
見
込
ん
で
い
る
こ
と

か
ら
、
現
年
課
税
分
は
前
年
度
比

14.

3
％
の
減
少
と
し
た
。

普
通
交
付
税
を
前
年
度
よ
り
減

額
の
理
由
と
算
定
根
拠
は
。

　

普
通
交
付
税
が
合
併
算
定
替
の

特
例
に
よ
り
段
階
的
に
減
額
さ
れ

て
い
る
。
予
算
は
、
前
年
度
の
交

付
税
算
定
実
績
と
県
が
示
す
推
計

の
伸
び
率
に
よ
り
算
定
し
て
い
る
。

　

ふ
る
さ
と
応
援
基
金
繰
入
金

の
減
額
要
因
と
今
後
の
対
策
は
。

　

平
成
28
年
度
の
寄
附
金
の
実

績
か
ら
算
定
し
た
。
対
策
と
し
て

は
、
フ
リ
ー
ペ
ー
パ
ー
、
雑
誌
、

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
な
ど
へ
の
掲

載
を
考
え
て
い
る
。

　

市
民
か
ら
の
意
見
の
聴
取
方

法
は
。

　

市
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
を
利
用
し
た

ふ
れ
あ
い
ポ
ス
ト
、
市
内
施
設
14

カ
所
に
設
置
し
た
ア
イ
デ
ア
ボ
ッ

ク
ス
、
市
民
意
識
調
査
、
市
民
懇

談
会
か
ら
聴
取
し
た
い
と
考
え
て

い
る
。
ま
た
、
市
長
は
各
地
区
の
イ

ベ
ン
ト
や
会
合
へ
は
可
能
な
限
り

参
加
し
、
多
く
の
声
を
聞
き
た
い
と

考
え
て
い
る
。

　
「
豊
田
佐
吉
＆
喜
一
郎
展
」の

概
要
は
。

　

11
月
3
日
～
26
日
ま
で
ア
メ

ニ
テ
ィ
プ
ラ
ザ
の
サ
ブ
ア
リ
ー

ナ
に
て
、
開
催
予
定
で
あ
る
。
展

示
内
容
は
、
ト
ヨ
タ
産
業
技
術
記

念
館
で
開
催
さ
れ
た
豊
田
佐
吉

翁
企
画
展
示
や
常
設
さ
れ
て
い

る
喜
一
郎
氏
の
展
示
を
再
構
築

し
た
も
の
を
計
画
し
て
い
る
。

　

バ
ス
事
業
に
つ
い
て
、
前
年

度
比
増
額
の
理
由
と
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
バ
ス
運
行（
路
線
・
時
間

な
ど
）の
見
直
し
は
。

　

国
庫
補
助
の
減
額
に
よ
り
、
市

の
支
出
が
増
額
し
た
。
ま
た
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
運
行
な
ど
の

見
直
し
に
つ
い
て
は
特
に
行
っ

て
い
な
い
。

15
湖
西
市
病
院
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
の一
部
を

改
正
す
る
条
例
制
定
に
つ
い
て

16
静
岡
県
市
町
総
合
事
務
組
合
規
約
の
変
更
に
つ
い
て

17
市
道
の
路
線
の
認
定
に
つ
い
て

18
平
成
28
年
度
湖
西
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
5
号
）

19
平
成
28
年
度
湖
西
市
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会

計
補
正
予
算（
第
2
号
）

20
平
成
28
年
度
湖
西
市
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
補

正
予
算（
第
2
号
）

21
平
成
28
年
度
湖
西
市
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
特
別

会
計
補
正
予
算（
第
2
号
）

22
平
成
28
年
度
湖
西
市
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計

補
正
予
算（
第
3
号
）

23
平
成
28
年
度
湖
西
市
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算（
第

3
号
）

24
平
成
28
年
度
湖
西
市
病
院
事
業
会
計
補
正
予
算（
第

2
号
）

25
平
成
29
年
度
湖
西
市
一
般
会
計
予
算

26
平
成
29
年
度
湖
西
市
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会

計
予
算

27
平
成
29
年
度
湖
西
市
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
予

算

28
平
成
29
年
度
湖
西
市
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
特
別

会
計
予
算

29
平
成
29
年
度
湖
西
市
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計

予
算

30
平
成
29
年
度
湖
西
市
水
道
事
業
会
計
予
算

31
平
成
29
年
度
湖
西
市
病
院
事
業
会
計
予
算

32
湖
西
市
副
市
長
の
選
任
に
つ
き
同
意
を
求
め
る
こ
と
に

つ
い
て

33
湖
西
市
固
定
資
産
評
価
員
の
選
任
に
つ
き
同
意
を
求

め
る
こ
と
に
つ
い
て

34
湖
西
市
教
育
長
の
任
命
に
つ
き
同
意
を
求
め
る
こ
と
に

つ
い
て

35
平
成
28
年
度 

湖
西
市
民
会
館
解
体
工
事
の
契
約
締

結
に
つ
い
て

36
議
案
第
31
号 

平
成
29
年
度
湖
西
市
病
院
事
業
会
計

予
算
に
対
す
る
附
帯
決
議
案

　

審
議
結
果
に
つ
い
て
は
、
議
案
第
36
号
は
修
正
可
決
。
そ
の

他
の
議
案
は
原
案
可
決（
人
事
案
件
の「
同
意
」を
含
む
）し
た
。

　

賛
否
が
分
か
れ
た
議
案
に
つ
い
て
は
Ｐ
７
を
参
照
。

予
算
特
別
委
員
会
の
審
査

3 ◦◦◦こさい議会だより 〈3月定例会〉



　

木
曽
町
児
童
交
流
事
業
の
内

容
と
、
新
居
支
所
事
業
と
す
る

理
由
は
。

　

夏
は
木
曽
町
の
児
童
が
来
訪

し
、
手
筒
花
火
や
砂
の
造
形
な
ど

の
体
験
、
冬
は
新
居
小
５
年
生
が

木
曽
町
へ
訪
問
し
、
福
島
関
所
跡

の
見
学
や
ス
キ
ー
教
室
の
体
験

を
行
っ
て
い
る
。
こ
の
事
業
は
旧

新
居
町
と
の
合
併
協
議
に
お
い

て
現
行
ど
お
り
と
す
る
と
し
た

た
め
、
支
所
が
引
き
継
い
で
事
業

を
実
施
し
て
い
る
。

　

新
規
事
業
で
あ
る
障
害
者
の

た
め
の
相
談
支
援
事
業
の
内
容

と
、
市
民
へ
の
広
報
方
法
は
。

　

市
内
在
住
の
障
害
者
や
家
族
な

ど
を
対
象
に
平
日
の
午
前
８
時
半

か
ら
午
後
５
時
ま
で
お
ぼ
と
１
階

に
て
常
勤
の
相
談
員（
精
神
保
健
福

祉
士
な
ど
）２
名
が
暮
ら
し
の
相
談

な
ど
に
対
応
す
る
。
広
報
こ
さ
い
、

市
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
掲
載
、
関
係

機
関
へ
の
広
報
、
障
害
者
手
帳
交

付
時
な
ど
で
Ｐ
Ｒ
を
し
て
い
く
。

　

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・

セ
ン
タ
ー
運
営
事
業
の
内
訳
と
、

登
録
会
員
数
は
。

　

主
な
支
出
内
容
は
、
指
導
員
な

ど
の
人
件
費
、
消
耗
品
費
及
び
会

員
の
補
償
保
険
料
で
あ
る
。
登
録

会
員
は
、
平
成
28
年
12
月
末
現
在

で
4
2
5
名
。
内
訳
は
委
託
会

員
が
3
7
8
名
、
受
託
会
員
が
42

名
、
両
会
員
が
5
名
で
あ
る
。

　

新
居
斎
場
進
入
道
路
整
備
工

事
の
内
容
と
、
工
期
は
。

　

国
道
3
0
1
号
線
か
ら
の
進

入
道
路
を
、
全
長
20
ｍ
、
最
大
3

ｍ
の
拡
幅
工
事
を
計
画
し
て
い
る
。

平
成
29
年
６
月
末
ご
ろ
に
発
注

し
、
11
月
ご
ろ
に
は
、
工
事
完
了

予
定
で
あ
る
。

　

し
尿
処
理
施
設
運
転
管
理
業

務
の
包
括
的
委
託
の
内
容
は
。

　

従
来
の
衛
生
プ
ラ
ン
ト
運
転

管
理
業
務
に
加
え
、
設
備
の
定
期

点
検
、
光
熱
水
費
、
薬
品
・
消
耗

品
の
調
達
な
ど
の
業
務
を
包
括

的
に
委
託
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ

れ
に
よ
り
、
業
務
管
理
の
向
上
な

ど
が
見
込
ま
れ
る
。

　

漁
獲
量
が
減
少
し
て
い
る
が
、

栽
培
漁
業
振
興
費
補
助
金
を
同

額
計
上
し
た
理
由
は
。

　

漁
獲
量
の
多
く
を
占
め
る
ア

サ
リ
の
不
漁
に
よ
り
、
平
成
28
年

度
の
漁
獲
量
は
前
年
度
比
57
％
で

あ
っ
た
が
、
ア
サ
リ
以
外
は
増
え

て
い
る
た
め
、
同
額
計
上
と
し
た
。

　

Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ
ー
ン
促
進
事
業
の

内
容
と
、
成
果
目
標
は
。

　

市
内
の
中
小
企
業
が
市
外
で

実
施
す
る
合
同
企
業
説
明
会
な

ど
に
出
展
す
る
た
め
の
採
用
活

動
の
支
援
を
行
う
も
の
で
あ
る
。

企
業
に
対
し
て
は
、
面
接
人
数
の

実
績
報
告
書
を
提
出
し
て
い
た

だ
き
特
に
成
果
を
求
め
な
い
。

　

浜
名
湖
観
光
圏
整
備
推
進
協

議
会
の
う
ち
、
湖
西
市
の
対
象

事
業
と
期
待
で
き
る
効
果
は
。

　

主
な
事
業
は
、
浜
名
湖
で
の
体

験
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
浜
名
湖
一
周
の

サ
イ
ク
ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
な
ど
で

あ
る
。
浜
松
市
と
の
合
同
事
業
に

よ
り
、
湖
西
市
の
観
光
情
報
を
発

信
す
る
と
と
も
に
宿
泊
施
設
へ

の
集
客
や
周
辺
施
設
の
整
備
が

期
待
で
き
る
。
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（
議
案
第
1
号
、
32
〜
34
号
）

　
「
湖
西
市
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
」を
全
員
賛
成
に
よ
り
可
決

し
た
。

　

こ
の
条
例
は
、「
地
方
税
法
及
び
地

方
交
付
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」

が
平
成
28
年
11
月
28
日
に
公
布
さ
れ
た

こ
と
に
伴
い
、
改
正
す
る
も
の
で
あ
っ

た
。

　

主
な
改
正
内
容
は
、「
医
療
費
控
除

の
特
例
新
設
」、「
三
輪
以
上
の
軽
自
動

車
に
か
か
る
グ
リ
ー
ン
化
特
例
の
延

長
」、「
法
人
住
民
税
法
人
税
割
の
税
率

の
引
下
げ
」な
ど
で
あ
る
。

　

法
人
税
割
の
税
率
引
き
下
げ

に
よ
る
影
響
は
。

　

施
行
日
が
平
成
31
年
10
月
１

日
と
な
る
こ
と
か
ら
、
平
成
29
年

度
予
算
へ
の
影
響
は
特
に
な
い
。

施
行
後
は
、
平
成
29
年
度
予
算
を

例
に
と
れ
ば
、
法
人
市
民
税
10
億

円
が
約
６
億
２
千
万
円
に
な
る

イ
メ
ー
ジ
で
あ
る
。

❖
本
会
議
で
の
質
疑
❖

　

こ
の
改
正
に
よ
り
、
軽
自
動

車
の
納
税
額
は
市
民
に
ど
の
よ

う
な
影
響
が
あ
る
か
。

　

現
在
、
軽
自
動
車
取
得
税
の
税

率
が
燃
費
基
準
に
応
じ
6
段
階
に

設
定
さ
れ
て
い
る
が
、
平
成
31
年

度
か
ら
3
段
階
に
な
る
。
購
入
す

る
車
両
に
よ
り
、
個
々
の
納
税
額

が
変
わ
る
こ
と
に
な
る
。

　

平
成
29
年
度
に
設
立
す
る
幼

児
消
防
ク
ラ
ブ
の
概
要
は
。

　

幼
少
期
か
ら
の
消
防
教
育
を

目
的
に
、
市
内
の
幼
稚
園
・
保
育

園
の
年
長
児
を
対
象
と
し
た
防

火
団
体
を
設
立
す
る
。
主
な
活
動

内
容
と
し
て
、
消
防
署
の
見
学
、

花
火
教
室
な
ど
を
考
え
て
い
る
。

　

平
成
32
年
度
か
ら
の
小
学
校

英
語
授
業
の
完
全
実
施
に
向
け

て
の
準
備
は
。

　

平
成
29
年
度
は
、
先
進
的
な
取

り
組
み
を
し
て
い
る
県
や
市
町

の
例
を
参
考
に
課
題
な
ど
を
精

査
し
な
が
ら
、
湖
西
市
に
あ
っ
た

取
り
組
み
を
実
施
で
き
る
よ
う

情
報
収
集
に
努
め
て
い
く
。

❖
副
市
長
・
固
定
資
産
評
価
員

　

3
月
31
日
を
も
っ
て
退
任
す
る
丸
谷

由
行
氏
の
後
任
と
し
て
、
田た

中な
か

伸の
ぶ

弘ひ
ろ

氏

（
島
田
市
金
谷
田
町
）を
選
任
す
る
こ
と

に
同
意
し
た
。

❖
教
育
長

　

3
月
31
日
を
も
っ
て
退
任
す
る
山
下

宗
茂
氏
の
後
任
と
し
て
、
渡わ
た

辺な
べ

宜の
ぶ

宏ひ
ろ

氏

（
白
須
賀
）を
任
命
す
る
こ
と
に
同
意
し

た
。

❖
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
委
員

　

任
期
満
了
と
な
る
佐さ

原は
ら

弘ひ
ろ

恭や
す

氏（
鷲

津
）を
引
き
続
き
選
任
す
る
こ
と
に
同

意
し
た
。

2015年度燃費基準 2020年度燃費基準

達成 +5%
達成

+10％
達成 達成 +5％

達成
+10％
達成

現行の税率 2％ 1.6％ 1.2％ 0.8％ 0.4％ 0％

平成31年度
からの税率 2％ 1％ 0％

議
案
第
7
号

湖
西
市
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正

■軽自動車取得税の税率改正
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「
湖
西
市
病
院
事
業
の
設
置
等
に
関

す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
」

を
全
員
賛
成
に
よ
り
可
決
し
た
。

　

こ
の
条
例
は
、
東
4
階
病
棟
を
改
修

し
た
こ
と
に
伴
い
、
医
療
法
の
変
更
許

可
を
受
け
、
一
般
病
床
数
を
2
0
0
床

か
ら
1
9
6
床
に
変
更
す
る
も
の
で

あ
る
。

　

病
床
数
を
減
少
変
更
に
す
る

こ
と
に
よ
る
経
営
上
の
メ
リ
ッ

ト
と
デ
メ
リ
ッ
ト
は
。

　

外
来
初
診
料
に
包
括
さ
れ
て

い
た
検
査
・
処
置
な
ど
が
算
定

可
能
と
な
る
た
め
、
特
定
初
診
料

な
ど
の
収
益
を
除
い
て
も
年
間

１
，
６
８
０
万
円
ほ
ど
の
増
収
が

見
込
め
る
た
め
、
病
床
数
減
少
の

影
響
に
よ
る
経
営
上
の
デ
メ
リ
ッ

ト
は
な
い
。

　
「
湖
西
市
こ
ど
も
医
療
費
助
成
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
」を
全
員
賛

成
に
よ
り
可
決
し
た
。

　

こ
の
条
例
は
、
平
成
29
年
度
か
ら
こ

ど
も
医
療
費
助
成
の
無
料
対
象
を
現
行

の
就
学
前
か
ら
中
学
生
ま
で
に
拡
大
す

る
も
の
で
あ
る
。

　

対
象
者
の
拡
大
に
よ
る
、
受

診
者
増
加
の
展
望
は
。
ま
た
実

施
し
て
い
る
他
市
の
状
況
は
。

　

中
学
生
ま
で
の
医
療
費
無
料

化
に
伴
い
、
多
少
の
受
診
者
増
加

は
予
想
さ
れ
る
が
、
大
幅
な
増
加

で
は
な
い
と
考
え
て
い
る
。

　

県
内
で
は
、
焼
津
市
が
平
成
26

年
度
、
三
島
市
が
平
成
27
年
度
か

ら
無
料
化
を
実
施
。
そ
れ
ぞ
れ
、

約
3
〜
4
％
増
加
で
あ
る
。

　

平
成
28
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算（
第

５
号
）を
全
員
賛
成
に
よ
り
可
決
し
た
。

　

今
回
の
補
正
に
よ
り
、
予
算
額
は

１
億
９
，
４
０
７
万
７
千
円
増
額
さ
れ
、

総
額
は
２
２
５
億
６
，
１
９
７
万
円
と

な
っ
た
。

【
補
正(

第
５
号)

の
主
な
内
容
】

（
歳
入
）

●
競
艇
事
業
収
入

平
成
27
年
度
競
艇
事
業
配
分
金
の
決

定
に
よ
り
増
額

２
億
１
０
０
万
円

（
歳
出
）

●
財
政
管
理
費

公
共
施
設
整
備
推
進
の
た
め
、
積
立

金
を
増
額

４
，
３
０
２
万
８
千
円

●
病
院
費

病
院
事
業
会
計
に
資
金
不
足
が
見
込

ま
れ
る
た
め
、
繰
出
金
を
増
額２

億
円

　

病
院
へ
の
繰
出
金
を
増
額
す

る
理
由
は
。

　

病
院
か
ら
の
当
初
予
算
要
求
額

は
12
億
円
で
あ
っ
た
が
、
一
般
会

計
の
財
政
状
況
を
考
慮
し
、
10
億

円
の
繰
出
し
を
し
た
。
経
営
努
力

を
し
た
が
、
資
金
不
足
と
な
り
、

当
初
の
予
想
よ
り
収
益
が
見
込
め

な
く
な
っ
た
。
対
応
を
協
議
し
た

結
果
、
民
間
金
融
機
関
か
ら
の
借

入
は
利
子
が
発
生
す
る
た
め
、
一

般
会
計
か
ら
繰
出
し
す
る
こ
と
と

し
た
。

　

市
民
会
館
の
ピ
ア
ノ
を
新
居

支
所
へ
移
動
し
て
か
ら
の
活
用

と
管
理
要
領
は
。

　

地
域
セ
ン
タ
ー
で
の
ロ
ビ
ー
コ

ン
サ
ー
ト
の
開
催
な
ど
を
検
討
し

て
い
る
。ま
た
管
理
要
領
に
つ
い
て
、

ピ
ア
ノ
の
調
律
に
つ
い
て
の
記
載

は
あ
る
が
、
今
後
は
移
動
や
貸
出

を
見
据
え
た
項
目
を
定
め
て
い
く

必
要
が
あ
る
と
考
え
る
。

❖
本
会
議
で
の
質
疑
❖

❖
本
会
議
で
の
質
疑
❖

❖
本
会
議
で
の
質
疑
❖

議
案
第
15
号

湖
西
病
院
の
病
床
数
を
変
更

議
案
第
18
号

一
般
会
計
補
正
予
算
を
可
決

議
案
第
10
号

こ
ど
も
医
療
費
助
成
の
無
料

対
象
を
中
学
生
ま
で
に
拡
大
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※「○」は賛成、「●」は反対。　※議長（二橋益良）は採決に加わらない。

賛否が分かれた議案一覧表

議案番号・議案名
結　

果

福
永 

桂
子

菅
沼 　

淳

土
屋 

和
幸

高
柳 

達
弥

楠　

 

浩
幸

佐
原 

佳
美

渡
辺 　

貢

吉
田 

建
二

加
藤 

弘
己

竹
内 

祐
子

荻
野 

利
明

豊
田 

一
仁

島
田 

正
次

馬
場 　

衛

牧
野 

考
二

中
村 

博
行

神
谷 

里
枝

二
橋 

益
良

議案第2号　
湖西市個人情報保護条例の一部を
改正する条例制定について

可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

議案第6号　
湖西市職員の給与に関する条例の
一部を改正する条例制定について

可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

議案第25号　
平成29年度湖西市一般会計予算

可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

議案第26号　
平成29年度湖西市国民健康保険
事業特別会計予算

可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

議案第31号　
平成29年度湖西市病院事業会計
予算

可
決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ －

議案第36号　
「議案第31号　平成29年度湖西
市病院事業会計予算」に対する附
帯決議修正案

可
決 ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

　

平
成
28
年
度
湖
西
市
病
院
事
業
会
計

補
正
予
算（
第
2
号
）を
全
員
賛
成
に
よ

り
可
決
し
た
。

　

　

当
初
予
算
の
附
帯
決
議
を
ど

の
よ
う
に
受
け
止
め
、
対
策
に

結
び
つ
け
た
の
か
。

　
「
改
革
プ
ラ
ン
の
推
進
に
向
け
、

責
任
と
覚
悟
を
も
っ
て
病
院
経

営
に
あ
た
る
こ
と
」と
の
内
容
の

附
帯
決
議
を
受
け
、
職
員
一
丸
と

な
っ
て
取
り
組
ん
で
き
た
。
改
革

プ
ラ
ン
は
、
病
院
の
健
全
経
営
を

大
き
な
課
題
と
し
て
策
定
し
た
。

健
全
経
営
に
は
、
医
師
・
看
護
師

の
確
保
、
東
病
棟
の
稼
動
な
ど
に

よ
る
収
入
の
増
加
が
必
要
と
な

る
が
、
こ
れ
ら
を
実
現
す
る
に
は

時
間
が
か
か
る
。
継
続
し
て
収
入

増
と
経
費
削
減
に
取
り
組
み
、
病

院
の
改
善
に
努
め
る
。

❖
本
会
議
で
の
質
疑
❖

　

平
成
29
年
度
湖
西
市
病
院
事
業
会
計

予
算
を
賛
成
多
数
に
よ
り
可
決
し
、
そ

の
後
、
次
の
附
帯
決
議
を
可
決
し
た
。

　

本
会
計
予
算
に
つ
い
て
は
、
次
の
こ
と

に
留
意
し
て
執
行
さ
れ
る
こ
と
を
強
く
要

望
す
る
。

附
帯
決
議

記

１　

四
半
期
ご
と
の
経
営
状
況
を
公
表

す
る
こ
と

２　

地
域
住
民
へ
の
説
明
会
や
意
見
交

換
会
を
行
う
こ
と

議
案
第
24
号

平
成
28
年
度
湖
西
市
病
院
事

業
会
計
補
正
予
算
（
第
2
号
）

を
可
決

議
案
第
36
号

平
成
29
年
度
湖
西
市
病
院
事

業
会
計
予
算
に
対
す
る
附
帯

決
議
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東海道
新幹線
東海道
新幹線

東海道本線
浜名湖

新居町駅

浜名バイパス

遠州灘大倉戸IC

変更前

変更後の
松山茶屋松線

1

417

▲松山茶屋松線の変更図

▲派遣職員の支援状況

　大災害発生時の受援体制は。

　人の受援は、緊急消防援助隊、自衛
隊、海上保安庁、自治体職員を想定して
いるほか、災害対策本部長が必要と認め
た場合、湖西市社会福祉協議会に災害
ボランティア本部の設置を要請する。
　物の受援は、発災後４～７日目は、当
座の避難生活に必要な食糧や飲料水な
どを国が送り出すプッシュ型の支援体制と
なっており、８日目以降は必要な物資を県

へ要請する。なお、個人などからの支援
物資などは、集積場所での混乱を招く恐
れがあるため、原則として受け入れない。

　熊本地震被災地への支援状況と、
派遣職員の学びとその共有化は。

　熊本県上益城郡嘉島町へ、平成28
年４月25日から６月18日に渡り、職員５
名を派遣した。
　現地での活動内容・自ら感じたことな
どをまとめた報告書や、現地の資料を関
係部署に配布し、対策手法を生かすべく
共有化に努めた。

●熊本地震に学ぶ災害対策について

大災害発生時の受援体制は▲ ▲ ▲

発災後４～７日目はプッシュ型の支援を受けて、８日目以降は必要な物資を要請する

渡辺　貢

　昼夜間人口の差が大きな課題であ
る。この解消のため、「移住定住パンフ
レット」の配布を市内企業や商工会と連
携して行うほか、県と連携した体制の確
立を図っていく。
　推進体制については、関係部課長な
どで構成する「湖西市総合戦略策定委
員会」、各分野の有識者で構成する「湖
西市総合戦略有識者会議」を組織して
おり、広く知見などを取り入れながら施策
を推進し、数値目標や重要業績評価指
標(ＫＰＩ)に基づく効果検証、改善などを
実施し、ＰＤＣＡサイクルを確立していく。

●コンプライアンスと内部統制について

●地方創生総合戦略の進捗状況について

不正の再発防止と内部統制をどのように行うか▲ ▲ ▲

再発防止検討会議で検討するほか、倫理規定の遵守について周知徹底を図る

楠　浩幸 　不正の再発防止と内部統制をどの
ように行うか。

　新設した「湖西市収賄事件等再発防
止検討会議」にて具体的な方策を検討
するほか、倫理規定の遵守について、
職員へのさらなる周知徹底を図る。

　総合戦略進捗上の課題は。また、ど
のように推進していくのか。

現在の野球場のトイレは、施設にふさ
わしいか。

　現在のトイレが湖西運動公園の野球
場にふさわしいとは言えないが、厳しい
財政状況の中では、最善の整備であっ
たと考える。市民の皆様にはご理解いた
だきたい。

●新居体育館南テニスコート整備について ●運動公園野球場、新設トイレ整備に
　ついて

　防災拠点施設整備に対する補助制
度の創設は。

　防災資機材整備のための補助は継
続的に取り組んでいくが、津波避難施
設空白域の解消を最優先としており、自
主防災会の防災拠点施設整備に対す
る補助制度創設の予定はない。

　施政方針の重点施策をより強力に
推進するため、どのようにＰＤＣＡサイク
ルを回していくのか。

　総合計画の実施計画掲載事業に関
しては、ひとつひとつの事業を進めてい
きながら、随時見直しや点検、事務事
業評価を実施し、ＰＤＣＡサイクルを予算
編成などに反映させ、施策の実効性を
高めていく。市民の意見や行政ニーズ
を的確に把握し、進めていきたい。

●自主防災組織の活動拠点施設整備について ●市長施政方針説明について

　(仮称）浜名湖西岸土地区画整理事
業と都市計画道路松山茶屋松線の進
捗状況は。

　区画整理事業は、事業区域の一部
で平成30年代半ば頃までの操業開始を
目指し、平成28年度末までにおおむね
の事業計画案を策定し、平成29年度に

区画整理区域内の現地測量を行う予定
である。
　松山茶屋松線は、平成29年度以降
に地質調査や詳細設計などを行い、当
事業区域に進出する工場が操業開始
するまでに、起点の大倉戸ＩＣから当事
業区域南端までの延長約1.6kmの整備
を完了したい。

●市長施政方針説明（都市計画道路松山
　茶屋松線の整備に関するグランドデザイン）
　について

加藤 弘己

（仮称）浜名湖西岸土地区画整理事業と都市計画道路
松山茶屋松線の進捗状況は

▲ ▲ ▲

平成30年代半ば頃までの操業開始と、大倉戸ＩＣから当事業区域南端までの
　　　道路整備を目指す

防災拠点施設整備に対する補助制度の創設は▲ ▲ ▲

津波避難施設空白域の解消を最優先としており、補助の予定はない

高柳 達弥

新居体育館南テニスコートの今後の整備計画は▲ ▲ ▲

当面は部分的な修繕で対応したい

菅沼　淳 　テニスコートの今後の整備計画は。

　全面改修には、約4,400万円の費用
がかかる。現在策定中の公共施設再配
置基本計画の中で、施設統合の検討
が予定されていることから、当面は部分
的な修繕で対応したい。

　一般質問は、議案と関係なく市の行政全般にわたり、事務の
執行状況や将来の方針について所信をただし、あるいは報告・
説明を求めるもので、定例会に限って行われます。
　今３月定例会では、15人の議員が一般質問を行いました。

湖西市公式サイト

http://www.city.kosai.shizuoka.jp/

湖西市ＨＰ 湖西市議会 本会議インターネット放送 本会議の放送はこちらから（YouTubeへ）

市ウェブサイトで本会議の映像を見ることが
できます。

かみましきぐん　かしまちょう

その他の質問 ●健康寿命をいかに
　延ばすか

その他の質問 ●市民協働によるまちづくりについて

8◦◦◦こさい議会だより 〈そこが聞きたい！！ 一般質問〉 
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▲松山茶屋松線の変更図

▲派遣職員の支援状況

　大災害発生時の受援体制は。

　人の受援は、緊急消防援助隊、自衛
隊、海上保安庁、自治体職員を想定して
いるほか、災害対策本部長が必要と認め
た場合、湖西市社会福祉協議会に災害
ボランティア本部の設置を要請する。
　物の受援は、発災後４～７日目は、当
座の避難生活に必要な食糧や飲料水な
どを国が送り出すプッシュ型の支援体制と
なっており、８日目以降は必要な物資を県

へ要請する。なお、個人などからの支援
物資などは、集積場所での混乱を招く恐
れがあるため、原則として受け入れない。

　熊本地震被災地への支援状況と、
派遣職員の学びとその共有化は。

　熊本県上益城郡嘉島町へ、平成28
年４月25日から６月18日に渡り、職員５
名を派遣した。
　現地での活動内容・自ら感じたことな
どをまとめた報告書や、現地の資料を関
係部署に配布し、対策手法を生かすべく
共有化に努めた。

●熊本地震に学ぶ災害対策について

大災害発生時の受援体制は▲ ▲ ▲

発災後４～７日目はプッシュ型の支援を受けて、８日目以降は必要な物資を要請する

渡辺　貢

　昼夜間人口の差が大きな課題であ
る。この解消のため、「移住定住パンフ
レット」の配布を市内企業や商工会と連
携して行うほか、県と連携した体制の確
立を図っていく。
　推進体制については、関係部課長な
どで構成する「湖西市総合戦略策定委
員会」、各分野の有識者で構成する「湖
西市総合戦略有識者会議」を組織して
おり、広く知見などを取り入れながら施策
を推進し、数値目標や重要業績評価指
標(ＫＰＩ)に基づく効果検証、改善などを
実施し、ＰＤＣＡサイクルを確立していく。

●コンプライアンスと内部統制について

●地方創生総合戦略の進捗状況について

不正の再発防止と内部統制をどのように行うか▲ ▲ ▲

再発防止検討会議で検討するほか、倫理規定の遵守について周知徹底を図る

楠　浩幸 　不正の再発防止と内部統制をどの
ように行うか。

　新設した「湖西市収賄事件等再発防
止検討会議」にて具体的な方策を検討
するほか、倫理規定の遵守について、
職員へのさらなる周知徹底を図る。

　総合戦略進捗上の課題は。また、ど
のように推進していくのか。

現在の野球場のトイレは、施設にふさ
わしいか。

　現在のトイレが湖西運動公園の野球
場にふさわしいとは言えないが、厳しい
財政状況の中では、最善の整備であっ
たと考える。市民の皆様にはご理解いた
だきたい。

●新居体育館南テニスコート整備について ●運動公園野球場、新設トイレ整備に
　ついて

　防災拠点施設整備に対する補助制
度の創設は。

　防災資機材整備のための補助は継
続的に取り組んでいくが、津波避難施
設空白域の解消を最優先としており、自
主防災会の防災拠点施設整備に対す
る補助制度創設の予定はない。

　施政方針の重点施策をより強力に
推進するため、どのようにＰＤＣＡサイク
ルを回していくのか。

　総合計画の実施計画掲載事業に関
しては、ひとつひとつの事業を進めてい
きながら、随時見直しや点検、事務事
業評価を実施し、ＰＤＣＡサイクルを予算
編成などに反映させ、施策の実効性を
高めていく。市民の意見や行政ニーズ
を的確に把握し、進めていきたい。

●自主防災組織の活動拠点施設整備について ●市長施政方針説明について

　(仮称）浜名湖西岸土地区画整理事
業と都市計画道路松山茶屋松線の進
捗状況は。

　区画整理事業は、事業区域の一部
で平成30年代半ば頃までの操業開始を
目指し、平成28年度末までにおおむね
の事業計画案を策定し、平成29年度に

区画整理区域内の現地測量を行う予定
である。
　松山茶屋松線は、平成29年度以降
に地質調査や詳細設計などを行い、当
事業区域に進出する工場が操業開始
するまでに、起点の大倉戸ＩＣから当事
業区域南端までの延長約1.6kmの整備
を完了したい。

●市長施政方針説明（都市計画道路松山
　茶屋松線の整備に関するグランドデザイン）
　について

加藤 弘己

（仮称）浜名湖西岸土地区画整理事業と都市計画道路
松山茶屋松線の進捗状況は

▲ ▲ ▲

平成30年代半ば頃までの操業開始と、大倉戸ＩＣから当事業区域南端までの
　　　道路整備を目指す

防災拠点施設整備に対する補助制度の創設は▲ ▲ ▲

津波避難施設空白域の解消を最優先としており、補助の予定はない

高柳 達弥

新居体育館南テニスコートの今後の整備計画は▲ ▲ ▲

当面は部分的な修繕で対応したい

菅沼　淳 　テニスコートの今後の整備計画は。

　全面改修には、約4,400万円の費用
がかかる。現在策定中の公共施設再配
置基本計画の中で、施設統合の検討
が予定されていることから、当面は部分
的な修繕で対応したい。

　一般質問は、議案と関係なく市の行政全般にわたり、事務の
執行状況や将来の方針について所信をただし、あるいは報告・
説明を求めるもので、定例会に限って行われます。
　今３月定例会では、15人の議員が一般質問を行いました。

湖西市公式サイト

http://www.city.kosai.shizuoka.jp/

湖西市ＨＰ 湖西市議会 本会議インターネット放送 本会議の放送はこちらから（YouTubeへ）

市ウェブサイトで本会議の映像を見ることが
できます。

かみましきぐん　かしまちょう

その他の質問 ●健康寿命をいかに
　延ばすか

その他の質問 ●市民協働によるまちづくりについて
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　「次世代産業コーディネート事業」は、
湖西市商工会内に運営事務局を設置
し、専門コーディネーターの配置とビジネ
スマッチング事業やセミナーの開催など企
業への支援事業を委託しており、定例会
で役割分担を決め連携を図っている。
　湖西市商工会実施の「住まいと暮らし
の展示会」は、出展協力、事業後援のほ
か、開催に関する広報、会場への資材
搬入の支援などを行った。
　湖西市の商工業の発展に向け、これ
まで以上に情報を共有していきたい。

●湖西運動公園の管理について

●貸付金、補助金、そして商工会との
　連携について

湖西運動公園内の草刈り・樹木の管理などの状況は▲ ▲ ▲

機械・薬剤・抜取での除草、薬剤散布、刈込を行っている

牧野 考二 　湖西運動公園内の草刈り・樹木の管理
及び剪定などは年間に何回行っているか。

　芝生は機械除草が３回、薬剤除草が２
回で、高木は薬剤散布が１～３回、低木
は刈込が１回、抜取除草が２～３回である。

　「次世代産業コーディネート事業」での
商工会との連携は。「住まいと暮らしの展
示会」ではどのような支援をしたのか。

ずは、全国で55ある先進地の事例について
調査・研究したい。

　市民会館跡地に、警察署移転の話
しがあるが、その後の新居地区の防犯
上の問題について、県警とどのような
話し合いがなされたか。

　新居地域の防犯機能を維持するため
の対策は必要であると認識している。県
警本部で対策を考えていると聞いてお
り、今後も県警本部と連携を図り、安全・
安心の確保に努めていく。

●影山市長の選挙公約について
●市民会館取り壊し後の跡地利用について

給食費の補助について市長の考えは▲ ▲ ▲

財政的に無償化の実施は困難である

荻野 利明 　給食費の補助について市長の考えは。

　学校給食法第11条の規定を根拠に、給
食費を保護者に負担していただいている。
　本市の給食費の総額は、小中学校合わ
せ２億6,500万円で、財政的に他の事業を
廃止しないと無償化の実施は困難である。
　給食費の無償化については賛否両論あ
るが、子どもの貧困問題や人口の流出を防
ぐために有効な施策であると考えるため、ま

め、課題の抽出や連携の推進を図っていく。
③「認知症施策推進事業」は、平成28年度に
認知症地域支援推進員を養成し、平成29年
度は、認知症初期集中支援チームをモデルとし
て１カ所設置する予定である。
④「生活支援体制整備事業」は、平成29年度
に、市内全域を対象とする第１層と日常生活圏
域（中学校区）を対象とする第２層の一部に協
議体及び生活支援コーディネーターを配置でき
るよう、現在、関係機関と協議を行っており、平
成30年度には市内全域の展開を考えている。

●湖西市の地域医療体制整備と地域
　包括ケアシステムの構築について

　湖西市のスポーツ推進について　
市長の考えは。

　湖西市に人が来てもらえるような大会
開催により地域を盛り上げること、若者
からお年寄りまでスポーツに親しみ健康
づくりに寄与できること、オリンピックに
向けて子どもたちに夢を持ってもらえるこ

となどを目指し、スポーツの推進を図って
いきたい。

　体育施設が管理委託された後の　
スポーツ推進課の組織、職員体制は。

　平成29年度の組織改革で、スポーツ
推進課と文化課が、スポーツ・文化課
に統合される予定だが、職員体制につ
いては３月現在では未定である。

●「湖西市スポーツ推進計画」の進捗
　状況について

　第三者による経営診断を行い、具
体的な改革プランを作り実行する方が
効果が高いと考えるが、外部診断を行
う考えはないか。

　外部からの客観的な判断は必要と考
えるので、検討したい。
　改革プラン策定委員会でも、プラン
策定後の点検・評価を行う必要がある
という意見が出されており、経営改善の
進捗状況など評価・検証を行いながら
進めていきたい。

　市民とともに花いっぱい運動を盛り
上げ、花壇を美しく維持していくための
方策は。

　近年、「こさい花いっぱい運動推進協議会」
の団体数、会員数が減少し、一部の地区で
は花壇の維持が困難な状況である。
　育苗施設からの花苗の運搬作業が、会員
の高齢化により負担となっていることが原因
の一つと聞いており、花いっぱい運動の周知
と、若年層が参加できる環境づくりが重要と
考える。今後も親子で参加できる花壇作り事
業などを企画し、活動の幅を広げていきたい。

●市立湖西病院について ●施政方針について（「花いっぱい運動」について）

竹内 祐子

病院経営について外部診断を行う考えはないか▲ ▲ ▲

客観的な判断は必要と考えるので、検討したい

湖西市のスポーツ推進について市長の考えは▲ ▲ ▲

地域を盛り上げる、健康づくりに寄与できる、子どもたちに夢を持ってもらえる
　　　ようなスポーツの推進を図っていきたい

馬場　衛 　ウォーキングに訪れる観光客へコン
ビニエンスストアやおんやど白須賀、
南部構造改善センターのトイレ利用を
呼びかけているが、それで十分か。

　観光ガイドマップで、ウォーキングコースとし
て紹介している東海道五十三次コースには、
新居関所、おんやど白須賀、二川宿本陣資
料館の３つの施設、おおむね６km、約90分ご
とに利用可能なトイレがあるほか、各施設間に

は公園やコンビニエンスストアなどのトイレが利
用でき、十分であると考える。
　利用者には、トイレを含めたコース周辺の適
切な情報発信を行い、東海道ウォーキングを
楽しんでいただきたい。

　今後の整備予定は。

　単独の施設としてトイレを整備する予
定はないが、利用者や地元の状況を把
握し、観光客へコース周辺のトイレ情報
を丁寧に発信するよう努める。

●新居町駅から白須賀境宿に至るウォーキング
    コースにおけるトイレの整備について

観光客へコンビニや施設のトイレ利用を呼びかけて
いるが、それで十分か▲ ▲ ▲

施設のほか、公園やコンビニなどのトイレが利用でき、十分と考える

土屋 和幸

地域包括ケアシステム構築の進捗状況は▲ ▲ ▲

システムを構築するための４つの柱に取り組んでおり、着実に進めていきたい

佐原 佳美
　地域包括ケアシステム構築の進捗
状況は。

　地域包括ケアシステムを構築するため
の４つの柱に取り組んでいる。
①「新しい介護予防・日常生活支援総合事業」
は、平成28年４月から実施し、平成29年度は
事業の拡充を予定している。
②「在宅医療・介護連携推進事業」は、平成
27年度から事業の一部を浜名医師会に委託し
て実施しており、今後も関係機関との協議を進 その他の質問 ●市長施政方針について

▲湖西市スポーツ推進計画

▲湖西運動公園
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　「次世代産業コーディネート事業」は、
湖西市商工会内に運営事務局を設置
し、専門コーディネーターの配置とビジネ
スマッチング事業やセミナーの開催など企
業への支援事業を委託しており、定例会
で役割分担を決め連携を図っている。
　湖西市商工会実施の「住まいと暮らし
の展示会」は、出展協力、事業後援のほ
か、開催に関する広報、会場への資材
搬入の支援などを行った。
　湖西市の商工業の発展に向け、これ
まで以上に情報を共有していきたい。

●湖西運動公園の管理について

●貸付金、補助金、そして商工会との
　連携について

湖西運動公園内の草刈り・樹木の管理などの状況は▲ ▲ ▲

機械・薬剤・抜取での除草、薬剤散布、刈込を行っている

牧野 考二 　湖西運動公園内の草刈り・樹木の管理
及び剪定などは年間に何回行っているか。

　芝生は機械除草が３回、薬剤除草が２
回で、高木は薬剤散布が１～３回、低木
は刈込が１回、抜取除草が２～３回である。

　「次世代産業コーディネート事業」での
商工会との連携は。「住まいと暮らしの展
示会」ではどのような支援をしたのか。

ずは、全国で55ある先進地の事例について
調査・研究したい。

　市民会館跡地に、警察署移転の話
しがあるが、その後の新居地区の防犯
上の問題について、県警とどのような
話し合いがなされたか。

　新居地域の防犯機能を維持するため
の対策は必要であると認識している。県
警本部で対策を考えていると聞いてお
り、今後も県警本部と連携を図り、安全・
安心の確保に努めていく。

●影山市長の選挙公約について
●市民会館取り壊し後の跡地利用について

給食費の補助について市長の考えは▲ ▲ ▲

財政的に無償化の実施は困難である

荻野 利明 　給食費の補助について市長の考えは。

　学校給食法第11条の規定を根拠に、給
食費を保護者に負担していただいている。
　本市の給食費の総額は、小中学校合わ
せ２億6,500万円で、財政的に他の事業を
廃止しないと無償化の実施は困難である。
　給食費の無償化については賛否両論あ
るが、子どもの貧困問題や人口の流出を防
ぐために有効な施策であると考えるため、ま

め、課題の抽出や連携の推進を図っていく。
③「認知症施策推進事業」は、平成28年度に
認知症地域支援推進員を養成し、平成29年
度は、認知症初期集中支援チームをモデルとし
て１カ所設置する予定である。
④「生活支援体制整備事業」は、平成29年度
に、市内全域を対象とする第１層と日常生活圏
域（中学校区）を対象とする第２層の一部に協
議体及び生活支援コーディネーターを配置でき
るよう、現在、関係機関と協議を行っており、平
成30年度には市内全域の展開を考えている。

●湖西市の地域医療体制整備と地域
　包括ケアシステムの構築について

　湖西市のスポーツ推進について　
市長の考えは。

　湖西市に人が来てもらえるような大会
開催により地域を盛り上げること、若者
からお年寄りまでスポーツに親しみ健康
づくりに寄与できること、オリンピックに
向けて子どもたちに夢を持ってもらえるこ

となどを目指し、スポーツの推進を図って
いきたい。

　体育施設が管理委託された後の　
スポーツ推進課の組織、職員体制は。

　平成29年度の組織改革で、スポーツ
推進課と文化課が、スポーツ・文化課
に統合される予定だが、職員体制につ
いては３月現在では未定である。

●「湖西市スポーツ推進計画」の進捗
　状況について

　第三者による経営診断を行い、具
体的な改革プランを作り実行する方が
効果が高いと考えるが、外部診断を行
う考えはないか。

　外部からの客観的な判断は必要と考
えるので、検討したい。
　改革プラン策定委員会でも、プラン
策定後の点検・評価を行う必要がある
という意見が出されており、経営改善の
進捗状況など評価・検証を行いながら
進めていきたい。

　市民とともに花いっぱい運動を盛り
上げ、花壇を美しく維持していくための
方策は。

　近年、「こさい花いっぱい運動推進協議会」
の団体数、会員数が減少し、一部の地区で
は花壇の維持が困難な状況である。
　育苗施設からの花苗の運搬作業が、会員
の高齢化により負担となっていることが原因
の一つと聞いており、花いっぱい運動の周知
と、若年層が参加できる環境づくりが重要と
考える。今後も親子で参加できる花壇作り事
業などを企画し、活動の幅を広げていきたい。

●市立湖西病院について ●施政方針について（「花いっぱい運動」について）

竹内 祐子

病院経営について外部診断を行う考えはないか▲ ▲ ▲

客観的な判断は必要と考えるので、検討したい

湖西市のスポーツ推進について市長の考えは▲ ▲ ▲

地域を盛り上げる、健康づくりに寄与できる、子どもたちに夢を持ってもらえる
　　　ようなスポーツの推進を図っていきたい

馬場　衛 　ウォーキングに訪れる観光客へコン
ビニエンスストアやおんやど白須賀、
南部構造改善センターのトイレ利用を
呼びかけているが、それで十分か。

　観光ガイドマップで、ウォーキングコースとし
て紹介している東海道五十三次コースには、
新居関所、おんやど白須賀、二川宿本陣資
料館の３つの施設、おおむね６km、約90分ご
とに利用可能なトイレがあるほか、各施設間に

は公園やコンビニエンスストアなどのトイレが利
用でき、十分であると考える。
　利用者には、トイレを含めたコース周辺の適
切な情報発信を行い、東海道ウォーキングを
楽しんでいただきたい。

　今後の整備予定は。

　単独の施設としてトイレを整備する予
定はないが、利用者や地元の状況を把
握し、観光客へコース周辺のトイレ情報
を丁寧に発信するよう努める。

●新居町駅から白須賀境宿に至るウォーキング
    コースにおけるトイレの整備について

観光客へコンビニや施設のトイレ利用を呼びかけて
いるが、それで十分か▲ ▲ ▲

施設のほか、公園やコンビニなどのトイレが利用でき、十分と考える

土屋 和幸

地域包括ケアシステム構築の進捗状況は▲ ▲ ▲

システムを構築するための４つの柱に取り組んでおり、着実に進めていきたい

佐原 佳美
　地域包括ケアシステム構築の進捗
状況は。

　地域包括ケアシステムを構築するため
の４つの柱に取り組んでいる。
①「新しい介護予防・日常生活支援総合事業」
は、平成28年４月から実施し、平成29年度は
事業の拡充を予定している。
②「在宅医療・介護連携推進事業」は、平成
27年度から事業の一部を浜名医師会に委託し
て実施しており、今後も関係機関との協議を進 その他の質問 ●市長施政方針について

▲湖西市スポーツ推進計画

▲湖西運動公園
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▲天竜浜名湖鉄道

▲市立湖西病院

▲消防団の放水訓練

　子育てと教育を包括的に考えている
ならば、所管を越えた政策案はすでに
あるのか。

　本来、子育てと教育は分けるようなも
のではないが、ひとつの部署ですべてが
完結することは現実的に難しい。個々に
連携をしながら部局ごとに事業を展開し、
「幸福度日本一のまち」に向け、一体と
なって人材育成を進めていくことが必要
と考えている。

●天竜浜名湖線の通学費補助による
　利用促進について

●施政方針説明(子育て・教育支援による
　「幸福度日本一のまち」)について

天竜浜名湖鉄道における通学費補助制度を導入してはどうか▲ ▲ ▲

通学用定期券を販売しているため、補助制度は考えていない

福永 桂子
　子育て世代の負担軽減と、ローカ
ル公共交通機関の利用促進のため、
天竜浜名湖鉄道における通学費補助
制度を導入してはどうか。

　ＪＲと同様に通学用定期券を販売して
いるため、補助制度は考えていない。

　災害対応においては、消防本部が迅
速に出動し、人命救助や初期消火など
を行い、被害の拡大を防止しているのに
対し、消防団は、豊富な人員を活用し、
大規模災害時や遠距離中継送水などで
威力を発揮している。消防本部の確実
な初動体制と消防団の組織力は、市民
の安全・安心の両輪として必要不可欠
なものと考え、その連携のあり方などに
ついて、必要に応じて検討していきたい。

●消防本部組織及び業務の見直しについて

消防団の構成やその業務に関して、どのように検討しているか▲ ▲ ▲

消防本部との連携のあり方などについて、必要に応じて検討していきたい

豊田 一仁 　消防団の構成やその業務に関して、
どのように検討しているか。

　災害現場における消防団の業務は、
防ぎょ活動、避難誘導、交通整理、広
報活動などが主なもので、日常的には火
災予防や応急手当などの普及啓発活
動を行っている。

　病院機能の充実について、市長が
特に必要と考えるものは。

　病院事業管理者と病院長の兼務を解き、
管理者が経営に専念できる体制を整えたい。
　病院機能を充実させるためには、常勤医
師や看護師の確保が必要であり、浜松医科
大学へ足しげく訪問し、医師派遣をお願いし
ていきたい。
　湖西病院が市民により身近な病院となる
よう、今以上に市と病院が一体となった運営
に努める。

平成29年度の経営改善の目標は。

　病院改革プランで、年度ごとの収支
計画や数値目標などが示されるため、達
成に向けて職員一人ひとりがコスト意識
を持って業務改善を行うよう、バランスス
コアカードの手法を継続し、病院事業管
理者が経営に専念し、病院長とともに力
を合わせ経営改善に取り組めるよう市と
して支援する。また、市民の皆様にも湖
西病院に対する理解を深めていただける
よう、説明会や意見交換を大事にしてい
きたい。

●施政方針に対する質問
　（湖西病院の機能の充実と経営改善）

中村 博行

病院機能の充実について、平成29年度の予定と
市長が特に必要と考えるものは▲ ▲ ▲

病院事業管理者が経営に専念できる体制を整えたい

　市民会館再整備のスケジュールは。

　現在策定中の「湖西市公共施設再
配置基本計画」では、平成33～37年度
の間に周辺公共施設などとの複合化に
よる建て替えを予定している。
　平成29年度に策定予定の「公共施
設再配置個別計画」の中で、建設候補
地、複合化する公共施設や民間施設、
財源などの課題を検討し、これらを踏ま
え、市民会館の早期再整備に向け事業
スケジュールを決めたい。

　事業計画の全体をどう捉え、どのよ
うに対応していくのか。

　今回の建設計画は、現行の焼却量を
大幅に超える施設を、現施設の隣接地
に建設しようとするものであるが、湖西市
は、豊橋市の紛争予防条例の適用を受
けないため、湖西市民に対しても豊橋市
民と同様の手続きを行うよう、強く要望し
てきた。
　周辺住民の健康と生活環境を守るた
め、引き続き事業者と管轄する豊橋市
に対し、湖西市民への配慮を強く要望し
ていく。

●施政方針の推進に向けて ●産業廃棄物処理施設建設計画への
　対応について

▲ ▲ ▲

平成33～37年度の間に公共施設などとの複合化による建て替えを予定している

吉田 建二

市民会館再整備のスケジュールは

視察の成果を
市政に生かします
視察の成果を
市政に生かします 　より良い湖西市を目指して、先進的な

取り組みを行っている他自治体へ視察を
行いましたので、報告いたします。

2月6日

▲掛川市にて ▲「ふくしあ」の事務所

地域医療等対策特別委員会

地域包括支援センターと行政や社協が参画
したワンストップの相談支援拠点が必要

●視察先：掛川市地域健康医療支援センター『ふくしあ』（静岡県掛川市）　
●目的：掛川市の地域医療連携体制の構築について

　地域医療等対策特別委員会の調査の中で、行政と医療・介護との連携の必要性が課題として挙げられた。そ
こで、地域医療連携体制の構築について先進市である掛川市の視察を行った。
　平成22年～27年に設置された市内５カ所の「ふくしあ」においては、行政職員、地域包括支援センター、社会福
祉協議会、訪問看護ステーションがワンフロアで執務し迅速な多職種連携や市民の医療、保健、福祉、介護に関
する相談のワンストップ化が図られ、訪問し相談にのるアウトリーチも重視された運営がなされていた。
　視察を通して、①「ふくしあ」のような地域包括支援センターと行政や社協が参画したワンストップの相談支援拠点
を市内に分散して設置すること、②専従できる資質ある職員を地域医療・地域包括ケアシステム構築の責任者に
配置すること、③市民への少子高齢社会における個人の果たすべき役割の意識啓発、など湖西市が取り組むべき
課題が挙げられたことから、今後これらの課題について研究を行っていきたい。
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▲天竜浜名湖鉄道

▲市立湖西病院

▲消防団の放水訓練

　子育てと教育を包括的に考えている
ならば、所管を越えた政策案はすでに
あるのか。

　本来、子育てと教育は分けるようなも
のではないが、ひとつの部署ですべてが
完結することは現実的に難しい。個々に
連携をしながら部局ごとに事業を展開し、
「幸福度日本一のまち」に向け、一体と
なって人材育成を進めていくことが必要
と考えている。

●天竜浜名湖線の通学費補助による
　利用促進について

●施政方針説明(子育て・教育支援による
　「幸福度日本一のまち」)について

天竜浜名湖鉄道における通学費補助制度を導入してはどうか▲ ▲ ▲

通学用定期券を販売しているため、補助制度は考えていない

福永 桂子
　子育て世代の負担軽減と、ローカ
ル公共交通機関の利用促進のため、
天竜浜名湖鉄道における通学費補助
制度を導入してはどうか。

　ＪＲと同様に通学用定期券を販売して
いるため、補助制度は考えていない。

　災害対応においては、消防本部が迅
速に出動し、人命救助や初期消火など
を行い、被害の拡大を防止しているのに
対し、消防団は、豊富な人員を活用し、
大規模災害時や遠距離中継送水などで
威力を発揮している。消防本部の確実
な初動体制と消防団の組織力は、市民
の安全・安心の両輪として必要不可欠
なものと考え、その連携のあり方などに
ついて、必要に応じて検討していきたい。

●消防本部組織及び業務の見直しについて

消防団の構成やその業務に関して、どのように検討しているか▲ ▲ ▲

消防本部との連携のあり方などについて、必要に応じて検討していきたい

豊田 一仁 　消防団の構成やその業務に関して、
どのように検討しているか。

　災害現場における消防団の業務は、
防ぎょ活動、避難誘導、交通整理、広
報活動などが主なもので、日常的には火
災予防や応急手当などの普及啓発活
動を行っている。

　病院機能の充実について、市長が
特に必要と考えるものは。

　病院事業管理者と病院長の兼務を解き、
管理者が経営に専念できる体制を整えたい。
　病院機能を充実させるためには、常勤医
師や看護師の確保が必要であり、浜松医科
大学へ足しげく訪問し、医師派遣をお願いし
ていきたい。
　湖西病院が市民により身近な病院となる
よう、今以上に市と病院が一体となった運営
に努める。

平成29年度の経営改善の目標は。

　病院改革プランで、年度ごとの収支
計画や数値目標などが示されるため、達
成に向けて職員一人ひとりがコスト意識
を持って業務改善を行うよう、バランスス
コアカードの手法を継続し、病院事業管
理者が経営に専念し、病院長とともに力
を合わせ経営改善に取り組めるよう市と
して支援する。また、市民の皆様にも湖
西病院に対する理解を深めていただける
よう、説明会や意見交換を大事にしてい
きたい。

●施政方針に対する質問
　（湖西病院の機能の充実と経営改善）

中村 博行

病院機能の充実について、平成29年度の予定と
市長が特に必要と考えるものは▲ ▲ ▲

病院事業管理者が経営に専念できる体制を整えたい

　市民会館再整備のスケジュールは。

　現在策定中の「湖西市公共施設再
配置基本計画」では、平成33～37年度
の間に周辺公共施設などとの複合化に
よる建て替えを予定している。
　平成29年度に策定予定の「公共施
設再配置個別計画」の中で、建設候補
地、複合化する公共施設や民間施設、
財源などの課題を検討し、これらを踏ま
え、市民会館の早期再整備に向け事業
スケジュールを決めたい。

　事業計画の全体をどう捉え、どのよ
うに対応していくのか。

　今回の建設計画は、現行の焼却量を
大幅に超える施設を、現施設の隣接地
に建設しようとするものであるが、湖西市
は、豊橋市の紛争予防条例の適用を受
けないため、湖西市民に対しても豊橋市
民と同様の手続きを行うよう、強く要望し
てきた。
　周辺住民の健康と生活環境を守るた
め、引き続き事業者と管轄する豊橋市
に対し、湖西市民への配慮を強く要望し
ていく。

●施政方針の推進に向けて ●産業廃棄物処理施設建設計画への
　対応について

▲ ▲ ▲

平成33～37年度の間に公共施設などとの複合化による建て替えを予定している

吉田 建二

市民会館再整備のスケジュールは

視察の成果を
市政に生かします
視察の成果を
市政に生かします 　より良い湖西市を目指して、先進的な

取り組みを行っている他自治体へ視察を
行いましたので、報告いたします。

2月6日

▲掛川市にて ▲「ふくしあ」の事務所

地域医療等対策特別委員会

地域包括支援センターと行政や社協が参画
したワンストップの相談支援拠点が必要

●視察先：掛川市地域健康医療支援センター『ふくしあ』（静岡県掛川市）　
●目的：掛川市の地域医療連携体制の構築について

　地域医療等対策特別委員会の調査の中で、行政と医療・介護との連携の必要性が課題として挙げられた。そ
こで、地域医療連携体制の構築について先進市である掛川市の視察を行った。
　平成22年～27年に設置された市内５カ所の「ふくしあ」においては、行政職員、地域包括支援センター、社会福
祉協議会、訪問看護ステーションがワンフロアで執務し迅速な多職種連携や市民の医療、保健、福祉、介護に関
する相談のワンストップ化が図られ、訪問し相談にのるアウトリーチも重視された運営がなされていた。
　視察を通して、①「ふくしあ」のような地域包括支援センターと行政や社協が参画したワンストップの相談支援拠点
を市内に分散して設置すること、②専従できる資質ある職員を地域医療・地域包括ケアシステム構築の責任者に
配置すること、③市民への少子高齢社会における個人の果たすべき役割の意識啓発、など湖西市が取り組むべき
課題が挙げられたことから、今後これらの課題について研究を行っていきたい。
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▲議長から市長へ提言書を提出

　平成27年５月18日の任用開始から、各常
任委員会では所管する分野の調査研究をして
きました。そして市政の発展に最も寄与できる
内容について検討し、２月17日に各常任委員
会から次の内容の提言を市長へ行いました。

税金、防災、危機管理、財政、国民健康保険、商工業、農林水産業、観光、
広報、戸籍、企画、統計などに関する業務の調査や審査を行います。総務経済委員会

福祉、健康、介護、教育、保育、湖西病院などに関する業務の調査や審査
を行います。福祉教育委員会

都市計画、道路・河川・公園整備、環境美化、上下水道、消防などに関
する業務の調査や審査を行います。建設環境委員会

　平成28年３月に策定した「第３次湖西市男女共同参画推進計画」により、講演会やセミナーの開催、
あらゆる暴力の根絶を目指す「パープルリボン・プロジェクト」の実施など、さまざまな取り組みを行い男女
共同参画社会の実現を目指してきました。
　また、平成27年４月１日には湖西市男女共同参画推進条例を施行したことにより、総合的かつ計画
的に推進する指針が示されました。このように男女共同参画社会の実現に向けての取り組みは少しずつ
推進されていますが、その推進体制や条例の表現・構成などに課題も多く存在しているのが現状です。
　以上のことから、総務経済委員会では湖西市の男女共同参画に関する課題について、調査研究を
行い、次の内容の政策提言を市長へ行いました。

１.男女共同参画推進のための各取り組みをさらに進めること
　❶男女共同参画地区推進員の設置
　❷防災活動や防災に関する意思決定機会への女性参画の促進と、男女双方の視点に立った取り

組みの推進
　❸働く場における男女共同参画の推進

２.男女共同参画推進条例の条文の表現を見直し、条項の整理を行うこと
　❶条例第３条第６項の表現の見直し
　❷条例全体にわたる条項の整理

常任委員会中間報告

総務経済委員会

福祉教育委員会

常任委員会の所管する分野

　「子ども・子育て支援事業計画のマネジメント」「地域包括ケアシステムの構築」などに関する調査研
究を行うことを活動方針とし、積極的に調査研究を行ってきましたが、「保育園の入所待ち児童の解消に
ついて」は最も早急に取り組むべき政策課題であると決定しました。
　湖西市の幼稚園、保育園の状況は、幼稚園の入園希望者は減少している一方、保育園への希望者
が増加しており入所待ちの状況が続き、保育に対する要望も多くなっています。また施設の老朽化も進
んでおり、多様化した子育てニーズに対し、子どもが安全で安心して過ごせる環境を構築する施策こそ早
急に取り組むべき課題であります。
　以上のことから、福祉教育委員会では、保育園の入所待ち児童について、次の内容の政策提言を市
長へ行いました。

建設環境委員会
　平成27年度に実施された「新・湖西市総合計画中間見直しのための市民意識調査　市民まちづく
りアンケート報告書」によると、湖西市に住み続けたいと思わない理由として、「悪臭が気になる」との回答
が22.4％に上っており、市内の畜産臭気の問題は、未だ改善・解消されるに至っていない状況であるこ
とがうかがえます。
　また、新居町を編入合併した平成22年３月末に62,784人を数えた湖西市の人口は、平成28年３月
末時点で60,628人、平成29年１月末時点で60,339人と、減少の一途をたどっています。特に、市街
化調整区域においては、地区の住民から、著しい人口減少が見られるため、住宅用地の確保による人
口増・集落維持を求める声が上がっています。
　以上のことから、建設環境委員会では、畜産臭気の解消及び住宅用地の確保について、調査研究
を行い、次の内容の政策提言を市長へ行いました。

●湖西市の子ども・子育ての未来像を明確にし、市民にわかりやすく・見える「保育園の入所待ち児
童の解消」について民営化も視野に入れた方針及び中長期計画を早急に策定すること

●畜産臭気の解消について
　❶敷地境界での臭気測定を徹底し、環境課と農林水産課、事業者との連携を高めること
　❷悪臭防止法第４条に基づく臭気指数の規制基準を見直すこと
　❸従来の悪臭対策に加え、多面的な角度から課題解決を図ること

●住宅用地の確保について
　❶区域区分制度の廃止と、湖西市の実情に合わせた新たな都市計画の手法について検討すること

※報告書の全文は、市ウェブサイトに掲載しています。
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▲議長から市長へ提言書を提出

　平成27年５月18日の任用開始から、各常
任委員会では所管する分野の調査研究をして
きました。そして市政の発展に最も寄与できる
内容について検討し、２月17日に各常任委員
会から次の内容の提言を市長へ行いました。

税金、防災、危機管理、財政、国民健康保険、商工業、農林水産業、観光、
広報、戸籍、企画、統計などに関する業務の調査や審査を行います。総務経済委員会

福祉、健康、介護、教育、保育、湖西病院などに関する業務の調査や審査
を行います。福祉教育委員会

都市計画、道路・河川・公園整備、環境美化、上下水道、消防などに関
する業務の調査や審査を行います。建設環境委員会

　平成28年３月に策定した「第３次湖西市男女共同参画推進計画」により、講演会やセミナーの開催、
あらゆる暴力の根絶を目指す「パープルリボン・プロジェクト」の実施など、さまざまな取り組みを行い男女
共同参画社会の実現を目指してきました。
　また、平成27年４月１日には湖西市男女共同参画推進条例を施行したことにより、総合的かつ計画
的に推進する指針が示されました。このように男女共同参画社会の実現に向けての取り組みは少しずつ
推進されていますが、その推進体制や条例の表現・構成などに課題も多く存在しているのが現状です。
　以上のことから、総務経済委員会では湖西市の男女共同参画に関する課題について、調査研究を
行い、次の内容の政策提言を市長へ行いました。

１.男女共同参画推進のための各取り組みをさらに進めること
　❶男女共同参画地区推進員の設置
　❷防災活動や防災に関する意思決定機会への女性参画の促進と、男女双方の視点に立った取り

組みの推進
　❸働く場における男女共同参画の推進

２.男女共同参画推進条例の条文の表現を見直し、条項の整理を行うこと
　❶条例第３条第６項の表現の見直し
　❷条例全体にわたる条項の整理

常任委員会中間報告

総務経済委員会

福祉教育委員会

常任委員会の所管する分野

　「子ども・子育て支援事業計画のマネジメント」「地域包括ケアシステムの構築」などに関する調査研
究を行うことを活動方針とし、積極的に調査研究を行ってきましたが、「保育園の入所待ち児童の解消に
ついて」は最も早急に取り組むべき政策課題であると決定しました。
　湖西市の幼稚園、保育園の状況は、幼稚園の入園希望者は減少している一方、保育園への希望者
が増加しており入所待ちの状況が続き、保育に対する要望も多くなっています。また施設の老朽化も進
んでおり、多様化した子育てニーズに対し、子どもが安全で安心して過ごせる環境を構築する施策こそ早
急に取り組むべき課題であります。
　以上のことから、福祉教育委員会では、保育園の入所待ち児童について、次の内容の政策提言を市
長へ行いました。

建設環境委員会
　平成27年度に実施された「新・湖西市総合計画中間見直しのための市民意識調査　市民まちづく
りアンケート報告書」によると、湖西市に住み続けたいと思わない理由として、「悪臭が気になる」との回答
が22.4％に上っており、市内の畜産臭気の問題は、未だ改善・解消されるに至っていない状況であるこ
とがうかがえます。
　また、新居町を編入合併した平成22年３月末に62,784人を数えた湖西市の人口は、平成28年３月
末時点で60,628人、平成29年１月末時点で60,339人と、減少の一途をたどっています。特に、市街
化調整区域においては、地区の住民から、著しい人口減少が見られるため、住宅用地の確保による人
口増・集落維持を求める声が上がっています。
　以上のことから、建設環境委員会では、畜産臭気の解消及び住宅用地の確保について、調査研究
を行い、次の内容の政策提言を市長へ行いました。

●湖西市の子ども・子育ての未来像を明確にし、市民にわかりやすく・見える「保育園の入所待ち児
童の解消」について民営化も視野に入れた方針及び中長期計画を早急に策定すること

●畜産臭気の解消について
　❶敷地境界での臭気測定を徹底し、環境課と農林水産課、事業者との連携を高めること
　❷悪臭防止法第４条に基づく臭気指数の規制基準を見直すこと
　❸従来の悪臭対策に加え、多面的な角度から課題解決を図ること

●住宅用地の確保について
　❶区域区分制度の廃止と、湖西市の実情に合わせた新たな都市計画の手法について検討すること

※報告書の全文は、市ウェブサイトに掲載しています。
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予定が変わることもありますので、議会事務局へお問い合わせください。

　今年の春は桜の開花が遅れ、本当に春が待ち遠しく感じられました。新たな門出には、
やっぱり桜が似合いますね！
　さて、今３月定例会では平成29年度予算や副市長、教育長の人事案件など３６議案
が上程され、慎重審議を行いました。中でも病院事業会計には附帯決議を付けましたが、
まずは影山市長の政策手腕に期待していきたいと思います。
　このメンバーでの編集は、今回で最後です。ご愛読いただき、ありがとうございました。

（神谷里枝）

湖西市議会HPも
ご覧ください

６月１日から、平成 28年度の湖西市議会政務活動費に関する書類を、
つぎのとおり閲覧することができます。

閲覧日時　午前 8時 30 分から午後 5時 15 分まで（土日、祝日を除く） 
場　　所　湖西市議会事務局（市役所３階）
対　　象　収支報告書などの写しや主要な調査研究活動の内容を記載した書類など

政務活動費の
報告について

※議員ごとの収支報告の概要は、市ウェブサイトへ掲載しています。

●どなたでも傍聴できます。

●当日、市役所３階議会事務局へお越し
ください。

●予定が変わることもあります。事前に
議会事務局（TEL.053-576-4791）へ
お気軽にお問い合わせください。

本会議の一般質問が、浜松ケーブルテレビ「チャンネル・ウィン
ディ」で放映されます。

本会議のインターネット放送（生中継・録画）を市のウェブサイト
からご覧になれます。

5月31日

◎二橋 益良　○加藤 弘己
　福永 桂子　　菅沼 　淳
　土屋 和幸　　高柳 達弥
　佐原 佳美　　神谷 里枝

６月 ６日（火） 10：00～ 本会議第１日
 14日（水） 10：00～ 本会議第２日（一般質問）
 15日（木） 10：00～ 本会議第３日（一般質問）
 16日（金） 10：00～ 本会議第４日（一般質問）
 20日（火） 10：00～ 本会議第５日
 21日（水） 10：00～ 総務経済委員会
 22日（木） 10：00～ 福祉教育委員会
 23日（金） 10：00～ 建設環境委員会
 28日（水） 10：00～ 本会議第６日

議会だよりを
スマホでも！

議会運営に役立てるため、議会に対する意見や傍聴の感想などをお寄せください。郵送・ファックス・Eメールで受付しています。

❶右のＱＲコードからアクセス
❷「マチイロ」をダウンロード
❸個人設定→お住まいの地域
　を「湖西市」に設定

「マチイロ」を使えば、「こさい議会だより」を
スマートフォンで読むことができます。

（※別途通信料が掛かります。）利 用 方 法
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